
2点 1点 0点

1 管理運営の理念、中立性・公平性の確保 ×1 〇

東京都人権プラザの指定管理者として、プラ
ザの管理運営に関する基本的な考え方及び
指定管理者としての体制・役割を理解した管
理運営を行っているか、また、都の指導の下、
中立性・公平性の確保に十分留意しているか
を定性的に評価するもの。

2
施設を良好な状態に保つための維持管理
及び補修・修繕への対応

×1 〇

施設・設備の保守・点検状況や不具合に対す
る対応状況の適切性を確認する項目。評価水
準は、年間事業計画に基づいた適切な点検作
業の履行状況及び不具合発見時の事務処理
の適切性を定性的に評価するもの。

3
施設の管理運営に当たっての経験豊富な
スタッフの確保 ×1 〇

人員配置において、都の人権施策を踏まえて
来館者に満足度の高いサービスを提供できる
専門性・経験値を有する人材を適切に確保で
きているかを確認する項目。評価水準は、指
定管理者の事業計画等に基づいた人員配置
状況の適切性を定性的に評価するもの。

4
講習会の受講等による専門員、相談員等
の能力向上、ノウハウ維持

×1 〇

人権プラザの管理運営に当たり必要となる職
員の能力・ノウハウの維持・向上に係る取組
の妥当性を確認する項目。評価水準は、研修
実施計画の作成・運用状況や専門員・相談員
等が受講した研修の実績と事業運営に反映す
るための取組を定性的に評価するもの。

5 内部規程の策定、研修等 ×1 〇

個人情報保護のための規程類等の枠組みが
整備された上で、個人情報の適正管理に資す
る研修等が適切に履行される体制が確保され
ているかを確認する項目。評価水準は、個人
情報保護に係る規程や研修等の履行体制の
適切性を定性的に評価するもの。

6 内部規程の策定等 ×1 〇

情報公開に係る取組の履行体制及び履行の
適切性を確認する項目。評価水準は、情報公
開に係る規程類の整備状況や開示請求に対
する対応状況の適切性を定性的に評価するも
の。

7
各種法令等に基づく適正な管理運営のた
めの取組

×1 〇

人権に関する様々な法律、条例、指針、答申
や都との協定等の他、労働関係・契約関係な
ど業務に必要とされる法令等の遵守の観点か
ら管理運営の適切性を確認する項目。評価水
準は、コンプライアンスの確保の適切性を定性
的に評価するもの。

8 保管場所の施錠、データアクセスのＩＤ制御 ×1 〇

個人情報等の情報管理に係る体制の適切性
を確認する項目。評価水準は、施錠管理やア
クセス権限の制限等の措置が適切に実施され
ていることを定性的に評価するもの。

9
個人情報の漏えいや個人データの紛失事
故等、事故発生時の対応及び都への迅速
な報告の実施

×1 〇

個人情報の漏洩や個人データの紛失事故等
が発生した場合の報告体制が適切に確保さ
れているかを評価するとともに、都への報告等
の対応状況を確認する項目。評価水準は、事
故発生時の連絡体制の整備・周知の適切性を
定性的に評価するもの。また、個人情報漏え
い事故０件を水準に、事故件数を定量的に評
価するもの。

管理
状況

適切な管理
の履行

協定や事業計画に沿って適切に管理が行われているか

指定管理者としての責務の遂行

【総評】基本協定及び年間事業計画に基づいた管理運営の理念が適切に履行されており概ね水準どおり。

・令和７年度は、７月に実施した業務執行に係る基本研修（悉皆）において、指定管理制度のほか、人権プラ
ザの管理運営に関する指定管理者としての基本的な考え方等について、根拠となる規程や協定などを示しな
がら説明を行い、職員の理解を促した。
・企画を検討する際には、「東京都人権施策推進指針」等に基づき、人権プラザの設置目的に沿って、人権プ
ラザの公平性・中立性（営利性、政治性、宗教性等）の確保に留意しながら、企画内容や講師の活動実績が
都の政策と整合しているか、等について確認している。また、当センター内で企画書を決定後、人権部と意見
交換を行い、人権部の承認後、事業計画書を作成している。
・講師候補との調整に当たっては、企画趣旨のほか、事業実施に当たっての留意事項として、人権プラザの
設置目的や指定管理者としての位置づけについても説明を行っている。

施設・設備の保守点検

【総評】年間事業計画に基づいた適切な点検作業や維持管理が履行されており概ね水準どおり。

・受付職員が施設巡回を行い、目視による点検を実施している。
・施設・設備に不具合が発生した際には、職員が状況確認を行い、必要に応じ、ビル管理会社や展示施設保
守事業者に対応を依頼するなど、適切に対応している。
・令和７年度は、監視カメラ用のモニターを増設し、１階受付でも施設内の状況を遠隔から確認できるようにし
た。また、ロビーギャラリーのガラス扉について、火災等が発生した場合や不審者が侵入した際の避難経路を
確保するためサムターン錠への交換工事を実施した。さらに、利用者の利便性向上等を図るため、１階及び２
階の案内板を更新した。

人員配置

【総評】年間事業計画に基づいた人員配置状況となっており概ね水準どおり。

・相談員には、行政経験者等で相談業務や人権行政に従事した経験を持つ者を配置している。
・受付職員には、サービス向上及び経費節減のため、英語による接客対応が可能な者、接客経験の豊富な
民間企業退職者等を人材派遣により配置している。

人材育成の取組

【総評】年間事業計画に基づき適切に研修制度を運用し人材育成を実施しており、概ね水準どおり。

・令和４年度から固有正規職員制度（新人事制度）を導入したことに伴い、令和５年３月に「人材育成方針」、
それに基づく「研修基本計画」を改訂し、専門的人材の育成及び能力開発、ノウハウの維持・継承に係る体制
を整備した。
・大学等における修学により身に付ける知識や経験が業務復帰後の業務に還元され、業務能率及び業務
サービスに寄与するものと認められることから、令和７年度に自己啓発休業制度を新設した。
・人材育成の基本理念である「人材育成方針」に基づき、当センター事業の中核を担う固有正規職員、契約職
員（常勤・非常勤）の人材育成に努めている。
・「職員研修基本計画」及び「研修実施計画」（各年度ごとに策定）に基づき、計画的かつ効果的な職員育成に
努めている。
・令和７年度は、７月・９月に、業務執行に係る基本研修（悉皆）を実施し、当センター職員として必要となる基
礎的な知識のほか、財務会計等規程や就業規則、電子情報等の取扱いに関する知識の習得を図った。研修
の実施にあたっては、専門知識を有する外部講師を活用することで、最新の事例等を踏まえたより効果的な
内容となるよう努めた。
・専門員には、知識の習得や知見の蓄積等のため、外部機関・関連組織・当事者団体等が開催する人権関
連行事等に積極的に参加させている。参加により得た情報は、資料の回覧により職員間で共有し、組織とし
て活用している。
・相談員には、相談技法の習得及びスキルアップを図るため、専門機関の開催する研修に参加させている。
・新任の受付職員には、施設見学者に適切な案内ができるよう、人権プラザの展示物や都の発行している冊
子等を活用し、施設や人権課題に関する基礎知識を付与している。

法令等の
遵守

法令や条例等に基づく適切な管理運営が行われているか

個人情報保護の取組

【総評】年間事業計画に基づき個人情報保護に係る規程類を整備した上で適切に研修等を実施しており、
概ね水準どおり。

・「個人情報保護方針」を定めて対応している。
・「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」に対応し、個人番号の取扱
事務担当者を選任し、情報保護に必要な措置を講じている。
・「公益財団法人東京都人権啓発センター個人情報保護マニュアル」を作成・周知し、個人情報保護の適正な
管理に努めている。
・令和２年度にメール誤送信防止対策ソフトを導入し運用している。
・誤送付防止のため、発送物確認簿を備え、発送する際には、宛名、住所を複数人でチェックを行い、所管課
長が確認した上で、発送を行っている。
・名簿の適切な管理のため、顧客名簿管理システムを導入し、名簿の一元管理を行っている。
・令和７年度は、９月に個人情報保護・電子情報の取扱いに関する研修を実施した。研修の実施にあたって
は、専門知識を有する外部講師を活用することで、最新の事例等を踏まえたより効果的な内容となるよう努め
た。

情報公開の取組

【総評】「公益財団法人東京都人権啓発センター情報公開要綱」や東京都政策連携団体の指導監督等に関
する要綱に則り、適切な情報公開を実施しており、概ね水準どおり。

・「公益財団法人東京都人権啓発センター情報公開要綱」を定めて対応している。
・政策連携団体の指導監督に基づき、当センターのホームページ等を活用して、情報を公開している。

各種法令等の遵守

【総評】公益財団法人東京都人権啓発センターコンプライアンス委員会設置要綱や各種法令等に基づき、
コンプライアンスの推進などの法令遵守に向けた取組を実施するとともに、就業規則研修や業務執行の改
善に向けた研修を実施するなど、概ね水準どおり。

・令和元年度にコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスの取組を推進している。令和７年度は、令
和８年１月にコンプライアンス委員会を実施し、コンプライアンス推進に係る研修の実施状況や期中監査結果
などコンプライアンス推進に係る取組等について報告を行った。
・人権プラザの事業遂行に係わる労働関係、契約関係等の各種法令を確認し、それらを遵守した上で、コンプ
ライアンスに基づく、適正な事業実施に取り組んでいる。また、新人事制度の構築に伴い、令和３年度に就業
規則を整備した。
・令和７年度は、９月に就業規則研修を実施したほか、12月にハラスメント防止研修（悉皆）を実施し、職員の
コンプライアンス意識向上に努めている。
加えて、令和７年度は、研修の実施にあたり、専門知識を有する外部講師を活用することで、最新の事例等を
踏まえたより効果的な内容となるよう努めた。
・業務執行の適正化に向けた実施計画書に基づき、業務フロー図の整備や研修の実施などを行っている。

各種情報の管理

【資料３】

所管局による一次評価

大項目 中項目 確認項目 評価水準 配点

評価
 水準を上回る 2点／概ね水準どおり 1点／水準を下回る 0点 確認項目の設定理由

評価水準の妥当性
評価理由

【総評】「個人情報保護方針」に則り、紙媒体の個人情報は施錠管理・電子情報はアクセス権限を制限する
など、引き続き適切な管理体制に基づく運用が継続されており、概ね水準どおり。

・「個人情報保護方針」に基づき、保管場所の施錠を行っている。
・各担当者のみアクセス可能なように、データアクセスのＩＤ制御を適切に行っている。
・図書資料室には、クラウド型のシステムを導入しており、情報管理を徹底している。

事故への対応、都への報告・連絡

【総評】年間事業計画に基づき事故発生時の連絡体制図の策定と周知を実施しており、概ね水準どおり。

・個人情報等の事故が発生した場合、都に迅速に報告できるように連絡体制図を策定し、職員に周知を行っ
ている。また、個人情報の保護・電子情報の取扱いに関する研修において、事故発生の可能性がある段階
で、直ちに所属課長又は事務局長に報告することを周知している。
・メール誤送信防止対策ソフトの自己承認機能（送信者が宛先アドレス・本文・添付ファイルをチェックする機
能）を活用し、メール送信時における確認を徹底している。あわせて、人的ミスが発生した場合、重要な事故と
なることが想定されるようなメールについては、上長が送信内容の確認を行う上長承認機能を設定し、メール
の誤送信防止に努めている。
・令和４年度に個人情報漏えい事故が発生したことを受け、郵送物発送の際の確認作業を確実に行うため、
「発送物確認簿」を作成し、「いつ・誰と誰が・何を・どのように」チェックしたか分かるようにし、課長まで確認し
た上で発送を行うことを徹底し、郵送物の誤送付防止を図ることとした。
・個人情報漏えい防止のための課題に対応するため、個人情報の取扱いに係る運用の再整備を行った。
・また、令和７年度は、顧客名簿管理システムを導入するとともに、誤送付防止のための確認を強化した。

手引１６（１）関係



2点 1点 0点

10
障害者に対する社会的障壁の除去の実施
環境配慮への取組

×1 〇

社会的責任を積極的に果たしているかを確認
する項目。評価水準は、障害者の権利利益を
侵害していないか、障害者に対する社会的障
壁の除去の実施について必要かつ合理的な
配慮をしているか、障害者雇用や事業活動に
係る環境負荷の低減に努めているかなどを定
性的に評価するもの。

11 事故を防ぐための安全確保の取組 ×1 〇

施設での事故発生を未然に防止するための
取組の適切性を確認する項目。評価水準は、
施設の点検状況や事故発生を未然に防ぐた
めの取組を定性的に評価するもの。

12 災害発生時の来館者の安全確保の取組 ×1 〇

災害発生時の対応体制を整備した上で、職員
の防災意識の向上等の取組の実施状況の適
切性を確認する項目。評価水準は、災害発生
時の来館者の安全確保に係る体制の整備と
当該体制に基づく職員への周知状況等を定性
的に評価するもの。

13 緊急時の来館者の安全確保の取組 ×1 〇

防犯に係る取組の適切性を確認するもの。評
価水準は、施設の施錠等の防犯対策や緊急
時の対策等を定性的に評価するもの。

14 毎日の点検表等の作成 ×1 〇

施設・設備の安全確保のための点検状況と関
連書類の作成状況の適切性を確認するもの。
評価水準は、毎日の点検が適切になされてい
ることを定性的に評価するもの。

15
来館者に影響が生じる事故等の無発生、
事故等発生時の対応・都への適正な報告

×1 〇

来館者に影響が生じる事故等の発生状況を
確認し、事故等発生時の対応状況等の適切
性を確認するもの。評価水準は、事故発生の
有無を確認した上で、発生した場合にマニュア
ルに則り適切な対応がなされたかを定性的に
評価するもの。

16
予算の適正かつ効率的な執行、安定的な
運営

×1 〇

指定管理者の収支状況の健全性、安定性を
確認する項目。評価水準は、各事業の執行が
適正かつ効率的かを分析した上で、具体的な
経費削減に係る取組を定性的にも評価するも
の。

17
経理の明確な区分、帳簿・関係書類による
経理状況の明確化 ×1 〇

指定管理者の経理処理の適切性を確認する
項目。評価水準は、指定管理に係る経理の区
分管理状況、帳簿・関係書類についての経理
処理が適切に行われているかを定性的に評
価するもの。

18
管理簿の整備、異動があった際の都への
報告

×1 〇

物品等の都有財産の管理・保全に関して、執
行の適切性を確認する項目。評価水準は、基
本協定及び年間事業計画に基づいた管理簿
の整備や都への報告など事務処理の履行を
定性的に評価するもの。

19
帳簿、関係書類の整備、保存（指定期間終
了後５年間）

×1 〇

経理・現金に関する書類等の管理状況の適切
性を確認する項目。評価水準は、経理・現金
に関する書類の施錠管理の徹底や指定管理
関連文書の保存処理等について定性的に評
価するもの。

20
・令和６年度の人権プラザの来館者数（
10,235人）の90％（9,211人）超 ×1 〇

人権プラザの来館者数の増減状況について
定量的に確認する項目。評価水準は、来館者
数の前年度比を評価基準とすることで、集客
効果を定量的に評価するもの。

21
令和６年度の人権相談の相談件数合計
（1,736件）の90％（1,562件）超 ×2 〇

人権相談の実施状況について、定量的に確認
する項目。評価水準は、人権相談件数の前年
度比を評価基準とすることで、どの程度の都
民に対して人権相談を実施したかを定量的に
評価するもの。

管理
状況

安全性の
確保

事故への対応

【総評】事故を未然に防ぐための日々の点検等により、利用者に影響が生じる事故等は発生せず、概ね水
準どおり。

･利用者に影響が生じる事故等は発生しなかった。

適切な財務・
財産管理

法令等の
遵守

社会的責任を果たすための取組

【総評】年間事業計画に基づき障害者の利便性に配慮した取組や、環境配慮の取組を継続しており、概ね
水準どおり。

・令和３年度に様々な障害当事者が参加したワークショップを開催し、トイレの課題と解決策の検討を行い、車
椅子使用者対応トイレに子供から大人まで幅広く利用できる介助用ベッドのほか、視覚過敏がある者への配
慮として、調光機能を持つ照明を設置している。
・視覚障害者に向けて、点字版のリーフレットを作成している。また、各階受付に、点字版のフロアマップ及び
来館者が遠隔で手話通訳を受けられる「遠隔手話通訳サービス」用のタブレット端末を設置している。
・講座等の実施にあたっては、UDトークやヒアリングループ、手話通訳などの情報保障を行っている。
・コピーの際は両面印刷を活用するなど、用紙の有効利用に努めている。
・使用電力の節減を図るため、事務室のほか、会議室、更衣室、給湯室の無人時の消灯を徹底している。

施設の安全性は確保されているか

施設・設備の安全性の確保

【総評】年間事業計画に基づき日々の点検と不具合発生時の迅速な対応を実施しており、概ね水準どお
り。

・施設、設備の異常を素早く発見するため、受付職員が巡回と目視点検を行い、不具合の箇所があれば速や
かに管理担当職員に報告するなど、臨機応変に対応している。
・受付に設置している非常用ボタン及び館内トイレの呼出ボタンの動作を定期的に点検している。

防災への配慮

【総評】年間事業計画に基づき災害発生時の利用者の安全確保に係る体制の整備と職員への周知やビル
管理会社との連携を図っており、概ね水準どおり。

・「災害・事故発生時体制表」を作成し、利用者の安全を第一に考え、職員自ら臨機応変に行動できるよう消
防器具の配置場所を周知するなど、日頃から防災意識を高める取組を心掛けている。
・芝256スクエアビル全体の消防訓練に参加し、避難誘導や救護等の訓練を行った。
・令和７年度に、ロビーギャラリーのガラス扉について、火災等が発生した場合や不審者が侵入した際の避難
経路を確保するためサムターン錠への交換工事を実施した。

確認項目 評価水準 配点

評価
 水準を上回る 2点／概ね水準どおり 1点／水準を下回る 0点 確認項目の設定理由

評価水準の妥当性
評価理由

防犯への配慮・緊急時対策

【総評】年間事業計画に基づき防犯への配慮と緊急時対策を適切に実施しており、概ね水準どおり。

・目視による施設内の点検を毎日行い、安全確保に努めている。
・施設の鍵は、施錠できるキャビネットで一括して常勤職員が保管、管理している。
・監視カメラを活用し、開館時間中の様子をリアルタイムでモニターできる体制を整えている。
・夜間や休日等の職員が勤務していない時間内について、適切かつ迅速な対応ができるよう、連絡網を整備
している。
・緊急時に備え、受付、図書資料室、相談室１、２に警報ブザーを設置している。また、緊急時に光や音により
情報伝達を行うための設備として、１階の車椅子使用者対応トイレにパトライト及びスピーカーを設置してい
る。
・防犯のため、令和５年度にさす又を設置した。
・令和７年度は、監視カメラ用のモニターを増設し、１階受付でも施設内の状況を遠隔から確認できるようにし
た。また、ロビーギャラリーのガラス扉について、火災等が発生した場合や不審者が侵入した際の避難経路を
確保するためサムターン錠への交換工事を実施した。

施設・設備管理に関する書類等の管理

【総評】入居ビルの様式に沿って例年通り適切に施設設備に関する書類の作成・管理を実施しており、概ね
水準どおり。

・消防計画に基づき「自主検査表」（指定様式）により日常点検を行っている。職員が避難通路等の物品の有
無、電気器具の配線の老化・損傷、終業時の火気の確認、トイレ内の可燃物、ゴミ箱等の確認を行い、防火管
理者が月末に確認している。

適切な財務運営・財産管理が行われているか

収支状況

【総評】予算を適切に執行するとともに、年間事業計画に基づき、経費削減のための取組を継続実施してお
り、概ね水準どおり。

・Ｒ７年度予算191,030,000円、決算176,430,648円⇒執行率92.4%
・経費削減のため、照明器具のこまめな消灯、空調機の設定温度の見直し等省エネ行動を徹底した。

経理処理

【総評】年間事業計画に基づき経費の区分管理や財務規程に則った経理処理などを適切に実施しており、
概ね水準どおり。

・指定管理に係る経費は区分管理し、別に預金口座を設けている。
・「公益財団法人東京都人権啓発センター財務規程」に基づき、公益法人としての諸原則を踏まえて、経理処
理を行っている。
・顧問税理士に指導を受けている。
・経理担当職員が（公財）公益法人協会主催の会計セミナー等に参加し、専門的知識の向上を図った。

都有財産（物品など）の管理

【総評】基本協定及び年間事業計画に基づき、都有財産の点数管理や管理状況の現地調査を適切に実施
しており、概ね水準どおり。

・備品となる財産は、基本協定に基づいて所定の手続を行い、半期末ごとに「物品管理者別物品一覧表」と現
物を照合し、購入の都度、都に報告している。
・点数管理消耗品及び管理物品について、年に１度、都職員立ち合いのもと現物と台帳の照合を行っている。

経理・現金に関する書類等の管理

【総評】年間事業計画に基づき、経理・現金に関する書類の施錠管理の徹底や指定管理関連文書の保存
処理等を適切に行っており、概ね水準どおり。

・重要な証書・通帳等は金庫へ保管し、事業調整担当課長・総務課副主任が鍵の施錠を行い、慎重な管理に
努めている。その他の経理・現金に関する書類は、原則として、施錠のできる書庫・キャビネットロッカー等を
保管場所に定め、担当者が指定の場所への出し入れを行っている。
・顧問税理士に指導を受けている。

協定や事業計画どおりの事業実施・利用状況となっているか

来館者数

【総評】令和７年度の利用者数合計は評価水準を大きく超える伸びとなっており、水準を上回る。

・令和７年度の人権プラザ来館者数は以下のとおりであった。
　展示室入館者数　　　　　7,582人（令和６年度：5,916人）
　セミナールーム利用者　2,838人（令和６年度：2,678人）
　図書資料室利用者数　　1,702人（令和６年度：1,641人）
　来館者数計　　　　 　      12,122人（令和６年度：10,235人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和６年度比118.4%）
　よって、令和６年度の90%を超過した。

人権相談の実施状況

【総評】相談件数が評価水準を超えたことに加えて、「インターネットにおける人権侵害」に関するＳＮＳ（ＬＩＮ
Ｅ）相談の相談日を拡大するなど都民のニーズに沿った相談事業を展開しており、概ね水準どおり。

・令和５年５月から一般相談、法律相談、「インターネットにおける人権侵害」に関する法律相談についてメー
ルでの予約受付を実施している。
・令和５年10月から一般相談及び法律相談において、オンライン相談を開始している。
・令和５年10月から「インターネットにおける人権侵害」に関するSNS（LINE）相談を開始している。
・令和６年度から「インターネットにおける人権侵害」に関する法律相談について、従来の面接・オンラインに加
え、新たに電話による相談を開始した。
・令和７年４月から「インターネットにおける人権侵害」に関するSNS（LINE）相談について、相談日を拡大した
（週３日⇒週５日）

・令和７年度の人権相談の相談件数は以下のとおりであった。
　一般相談　　1,360件（令和６年度：1,463件）
　法律相談　　134件（令和６年度：128件）
　「インターネットにおける人権侵害」に関する法律相談　　46件（令和６年度：38件）
　「インターネットにおける人権侵害」に関するSNS（LINE）相談　　257件（令和６年度：107件）
 　相談件数計　　1,797件（令和６年度：1,736件）
　　　　　　　　　　　（令和６年度比103.5％)
　よって、令和６年度の90%を超過した。

事業実施・利
用の状況

事業
効果



2点 1点 0点

22
・展示室を活用した事業の実施
・令和６年度の展示室の利用者数合計
（5,916人）の90％（5,324人）超

×1 〇

人権プラザは、都の政策等との密接な関連性
を有する施設であることから、都の方針に沿っ
た事業の実施状況及び指定管理者による提
案事業（展示室を活用した事業）の実施状況
を確認する項目。評価水準は、年度協定に基
づいた実施回数や都の方針に沿った企画内
容・実施方法等が取られていたかについて定
性的に評価するとともに、展示室の利用者数
を前年度比を基準に定量的に評価するもの。

23
・セミナールームを活用した事業の実施
・令和６年度のセミナールームの利用者数
合計（2,678人）の90％（2.410人）超

×1 〇

人権プラザは、都の政策等との密接な関連性
を有する施設であることから、都の方針に沿っ
た事業の実施状況及び指定管理者による提
案事業（セミナールームを活用した事業）の実
施状況を確認する項目。評価水準は、各種講
座について、年度協定に基づいた実施回数や
都の方針に沿った企画内容・実施方法等が取
られていたかについて定性的に評価するとと
もに、セミナールームの利用者数を前年度比
を基準に定量的に評価するもの。

24

・図書資料室等を活用した事業の実施
・令和６年度の図書資料室の利用者数合
計（1,641人）の90％（1,476人）超

×1 〇

人権プラザは、都の政策等との密接な関連性
を有する施設であることから、都の方針に沿っ
た事業の実施状況を確認する項目。評価水準
は、都の方針に沿った実施方法等が取られて
いたかについて定性的に評価するとともに、図
書資料室の利用者数を前年度比を基準に定
量的に評価するもの。

25
・出張展示等のアウトリーチ活動の実施
・令和６年度の出張展示の回数（32回）の
90%（28回）超

×1 〇

人権プラザは、都の政策等との密接な関連性
を有する施設であることから、都の方針に沿っ
た事業の実施状況及び指定管理者による提
案事業（アウトリーチ活動）の実施状況を確認
する項目。評価水準は、都の方針に沿った企
画内容・実施方法等が取られていたかについ
て定性的に評価するとともに、アウトリーチ活
動の回数を前年度比を基準に定量的に評価
するもの。

26
・令和６年度の都民講座等オンライン実施
回１回当たりのオンライン受講者数(102人)
の90％(91人)超

×1 〇

都民講座等のオンライン実施は、アクセスや
時間の制約により来館が困難な方々に対し、
人権に係る学びの機会を提供するものであ
り、プラザの認知度向上にも資する取組であ
る。
このことから、オンライン実施回１回当たりの
オンライン受講者数を前年度比を基準に定量
的に評価する項目。

27 ・都民講座等のアーカイブ配信の実施 ×1 〇

都民講座等のアーカイブ配信の実施は、アク
セスや時間の制約により来館が困難な方々に
対し、人権に係る学びの機会を提供するもの
である。また、プラザの認知度向上にも資する
取組である。
このことから、都民講座等のアーカイブ配信の
実施状況を定性的に評価する項目。

28
事業展開に当たっての連携・支援の推進、
具体的な取組の実施 ×1 〇

他機関、関連施設、地域との連携状況の適切
性を確認する項目。評価水準は、プラザ事業
の展開に際して、他機関、関連施設、地域との
連携・支援を伴う具体的な取組の実績につい
て定性的に評価するもの。

29
東京デジタルファースト条例等を踏まえた
事業運営に係るデジタル化の対応状況、利
便性等の向上のための具体的な取組状況

×1 〇

サービスの適切性や、東京デジタルファースト
条例及びポスト・コロナを見据えた対応の必要
性等を踏まえた事業運営のデジタル化の対応
状況を確認する項目。評価水準は、デジタル
デバイドに配慮しつつ事業運営のデジタル化
を適切に対応しているかを定性的に評価する
もの。また、施設や参加者の利便性を向上す
るために実施した具体的な取組の実績と効果
を定性的に評価するもの。

サービス内容
の向上

事業内容、職員対応等について、来館者の反応はどうか

事業及び施設におけるサービス、デジ
タル化の対応状況

【総評】事業運営に際して、オンラインの活用を継続するとともに、デジタルデバイドへの配慮など多様な都
民が楽しめるようなサービスを実施している。また、各種申込等の手続面でもメールやWebフォームを活用
するなどデジタル化を推進しており、概ね水準どおり。

・人権プラザでは、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を契機に、各種講座等のオンライン化を積極
的に導入しており、令和７年度は、人権問題都民講座をはじめとする９講座でオンライン配信を行い、うち６講
座については、会場参加とオンラインとを併用したハイブリッド方式で実施した。オンライン配信を行った当該
９講座のライブ配信参加者数は合計で1,020人となった。
・受講者の利便性向上及び業務の効率化を図るため、Webフォームによる受講申込受付やアンケート回収及
び集計を実施している。
・講座等の申込みのほか、一般相談、法律相談の予約申込み及び「インターネットにおける人権侵害」に関す
る法律相談の予約申込みについてメールでの受付を行っている。
・なお、講座等の申込み等は、情報通信技術の利用のための能力又は知識経験が十分でない者のため、従
前どおり電話でも受け付けている。

・人権相談について、令和５年10月から一般相談・法律相談・「インターネットにおける人権侵害」に関する法
律相談において、オンライン相談を開始している。
・令和５年10月から、新たにインターネット上の誹謗中傷や人権侵害等について、SNS（LINE）で相談に応じる
「インターネットにおける人権侵害」に関するSNS（LINE）相談を開始している。

・図書資料室の利用登録の際に提出する「貸出登録申請書」や都内通勤者の「在勤証明書」の様式を、ホー
ムぺージからダウンロードできるようにしている。

確認項目 評価水準 配点

評価
 水準を上回る 2点／概ね水準どおり 1点／水準を下回る 0点

【総評】年間事業計画に基づきインターネットを活用した事業を積極的に実施し、評価水準を大きく超えて多
くの方々に学びの機会を提供しており、水準を上回る。

・令和７年度は、人権問題都民講座をはじめとする９講座でオンライン配信を行い、６講座については、会場
参加とオンラインとを併用したハイブリッド方式で実施した。
・オンライン配信を行った当該９講座のオンライン受講者数は合計で1,020人であった。1回当たりのオンライン
受講者数は113人となり、令和６年度比110.8%であり、令和６年度の90%を超過した。

【総評】年間事業計画に基づきインターネットを活用した事業を適切に実施し、来館が困難な方々に効果的
に学びの機会を提供しており、概ね水準どおり。

・人権問題都民講座等においては、プライバシー保護の必要性があるもの、講師の許諾を得られなかったも
のを除き、講座を録画し、字幕等の編集をしたうえで、YouTube東京都人権啓発センター公式チャンネルにて
広く公開している。
・令和７年度に実施した講座においても、５講座（時限のものを含む）をアーカイブ配信する予定（４講座実施
済み）である。
・令和８年３月３１日現在で、合計102本の動画を配信している。

インターネットを活用した事業の実施①

インターネットを活用した事業の実施②

事業実施・利
用の状況

事業
効果

指定管理者による提案事業等の実施
③

【総評】年間事業計画に基づき図書資料室等を活用した事業を適切に実施しており、概ね水準どおり。

・人権プラザは、展示室等が１階、図書資料室が２階と別フロアに分かれていることから、１階から２階への回
遊性を高めるための工夫として、令和７年度も図書資料室への館内案内掲示を増加した他、図書資料室を終
点とする館内スタンプラリーを実施した。スタンプラリーの実施にあたっては、ロビーギャラリーにおいて、講座
に関連した図書資料室所蔵の書籍や絵本等を展示し、気軽に触れていただくとともに、図書資料室は２階に
あり、これらの書籍等は図書資料室でも貸出可能である旨をお知らせすることで、図書資料室の活用促進を
図った。また、スタンプラリー参加者には人権に係る啓発物品を配布することで、人権意識の高揚に資するよ
う努めた。

・令和７年度の図書資料室の利用者数は1,702名であった。
　よって、令和６年度比103.7％であり、令和６年度の90％を超過した。

指定管理者による提案事業等の実施
④

確認項目の設定理由
評価水準の妥当性

評価理由

指定管理者による提案事業等の実施
①

【総評】年間事業計画に基づき展示室を活用した事業を効果的に実施し、令和７年度の展示室利用者数合
計は評価水準を大きく超える伸びとなっており、水準を上回る。

・展示室では、学校や自治体等からの依頼に応じて、展示物の解説等を行う人権学習会を合計79団体（延
べ）に対して実施し、人権尊重の理念を広めた。
・企画展示では、子供の自殺が多いとされる新学期が始まる時期にあわせ、８月下旬から９月下旬にかけて、
いじめ等により亡くなった子供たちのメッセージ展を行い、命と子供の人権について考える機会を提供した。本
メッセージ展のために新たに収録した「いじめ問題に関するトークセッション」と題する映像を会場で常時放映
し、いじめやひきこもり問題の当事者たちの様々な思いを、来場者へ発信した。本メッセージ展については、人
権プラザだけではなく多摩地区（令和７年度は国分寺市）でも開催することで、いじめに関する問題について
多くの人への訴求に努めている。また、国分寺市における本メッセージ展は、テレビ局の取材を受け、ニュー
スとして放映された。
・令和７年度は、展示室のクローズアップ人権コーナーにおいて、「若年世代の自殺対策」をテーマとした常設
展示を新たに実施し、様々な自殺予防対策のうち、特に若年世代へのアプローチに焦点を絞り、誰もが自殺
に追い込まれることにない社会について考える機会を提供した。
・また、引き続き、特別展示「セサミストリートの仲間たちと学ぼう！子どもの権利」を実施したほか、セサミスト
リートのキャラクターを用いた子どもの権利について学ぶワークブックも配布した。

・令和７年度の展示室の利用者数は7,582人であった。
　よって、令和６年度比128.2%であり、令和６年度の90%を超過した。

指定管理者による提案事業等の実施
②

【総評】年間事業計画に基づきセミナールームを活用した事業を適切に実施しており、概ね水準どおり。

・都民講座では、それぞれ、デフスポーツの魅力、「不登校」から社会を問う、「傷と共に生きる女性たち」の声
を聴く、ジェンダーから多様性社会を見つめなおす、をテーマとした講座を４回開催した。全回とも会場とオン
ラインを併用して実施した他、講座の内容に応じたフォローアップ事業（テーマに即したトークセッションや事後
学習資料の提供）も実施し、参加者に学びの機会を提供した。（講座参加者計750名（会場147名、オンライン
603名））
・人権啓発指導者養成セミナーでは、企業向けとして、「ビジネスと人権をつなぐ～障害を価値に変える」や「カ
スタマーハラスメントを防ぐ組織づくり」をテーマとした講座を、オンラインで実施した。また、教職員向けとし
て、司法面接の手法を活かした子どもへの向き合い方に関する講座を実施した。（参加者計335名（会場30
名、オンライン305名））
・「インクルーシブシティ東京プロジェクト」では、ユース世代を中心とした若年層及びユース世代と関わる大人
を対象とした人権ディフェンダーになるための集中プログラム（ユース世代向けは３日間、大人向けは２日間）
を実施した。ユース世代対象プログラムにおいては、前年度と同じく２回実施し、１回目は前年度と同様に「文
化の多様性」、２回目は「様々な格差に伴う人権課題」をテーマに、ワークショップやフィールドワークなどの体
験・参加・交流型のプログラムを展開した。
・人権学習会では、学校・企業・自治体等からの依頼に応じて団体見学等に対応し、学校の児童・生徒、教職
員、行政職員等に対し、人権に関するレクチャーや人権プラザ展示室・図書資料室等の施設見学への対応、
展示物の解説、ボッチャなど障害者スポーツの体験、車いすバリア体験、点字ブロック体験等を実施した。

・令和７年度のセミナールームの利用者数は、2,838人であった。
　よって、令和６年度比106.0%であり、令和６年度の90%を超過した。

【総評】年間事業計画に基づき出張展示等のアウトリーチ活動を適切に実施しており、概ね水準どおり。

・東京都や区市町村、学校、企業が実施する人権啓発事業等に出張展示を積極的に行い、アウトリーチ型の
活動を積極的に展開した。（実施回数：30回）
よって、令和６年度比93.8%であり、令和６年度の90%を超過した。

・PR動画やバナー、関連映像、関連書籍、体験キット等、アウトリーチ活動に活用可能となるバラエティに富ん
だ内容に展示内容を強化し、また複数のテーマを組み合わせた出張展示など、現場の意見や要望を踏まえ、
適時適切な展示を提案した。
・また、アウトリーチ活動をより一層充実したものにできるよう、令和７年度は、特別展示の「セサミストリートの
仲間たちと学ぼう！子どもの権利」出張展示キットを新たに作成し、ヒューマンライツ・フェスタ東京において出
張展示を行ったほか、ユース世代向け人権ディフェンダーになるための集中プログラムでも展示した。

他機関、関連施設、地域との連携

【総評】他機関等の講座に積極的に参加するなど人権啓発に係る情報収集やネットワーク拡大に向けた取
組を適切に継続している。また、各種事業の際には人権プラザのPRも実施しており、概ね水準どおり。

・（公財）人権教育啓発推進センター等が主催する講座等に参加し、事業企画に資する情報を得た。
・学校を対象とした体験学習会(補助事業)や研修企画受託事業（自主事業）を実施する際に人権プラザのＰＲ
を行い、知名度向上を図った。
・東京人権啓発企業連絡会や東京都商工会連合会等と連携し、人権啓発指導者養成セミナーへの企業から
の参加者を募った。
・自治体等の行う人権関連行事や企業内の人権啓発行事、学校における人権学習への出張展示を行い、各
団体の人権啓発事業を支援するとともに、人権プラザのＰＲを行った。
・港区については、港区民等を対象とした人権連続講座の企画・運営の受託（自主事業）を実施したほか、管
理職（行政職員）、教育委員会、港区立高陵中学校等に対する人権学習会を開催した。
・東京都つながり創生財団が運営するボランティアレガシーネットワークで、講座の開催情報等を掲載してい
る。



2点 1点 0点

30
満足度調査の結果、「十分満足」及び「まあ
満足」が90％超 ×1 〇

来館者の満足度を確認した上で、寄せられた
意見について管理運営業務への反映状況等
を確認する項目。評価水準は、利用者の満足
度をアンケート集計結果から定量的に評価し
た上で、来館者の意見・要望を踏まえて実施し
た管理運営業務における改善点を定性的に
評価するもの。

31
・広報・ＰＲ等の実施
・デジタルを活用した広報

×1 〇

人権プラザの来館者を増加させるための広
報・PR等の取組状況を確認する項目。評価水
準は、人権プラザの広報・PR等のために実施
した具体的な取組の実績を定性的に評価する
もの。

32
苦情、否定的な意見等に対する適切な対
応

×1 〇

管理運営に対する苦情・意見等への対応状況
等の適切性を確認する項目。評価水準は、日
常の管理運営に関する苦情や意見等に対す
る対応方法と個別の案件に対する対応状況を
定性的に評価するもの。

33
施設の設置目的を達成する取組の実施
（人権プラザは、人権啓発の拠点として設
置された施設である。）

×1 〇

東京都人権プラザの設置目的を達成するため
に実施された具体的取組の実施状況の適切
性を確認する項目。評価水準は、「東京都人
権プラザ条例」に基づき、「人権尊重の理念を
普及させることにより、人権意識の高揚及び
人権問題の解決を図り、もって都民一人一人
の人権が尊重される社会の実現に寄与する」
という東京都人権プラザの設置目的を果たす
ために実施された展示室・セミナールーム等を
活用した事業の実施状況を定性的に評価する
もの。

34
行政機関等との連携の適切な実施及び都
の実施する施策への協力

×1 〇

事業実施における都及び関係機関との連携
の適切性を確認する項目。評価水準は、個別
の事業の企画等に際して都及び関係機関等と
の連携の実現状況を定性的に評価するもの。

35 都の政策と連動した事業の実施、その効果 ×2 〇

都の政策と連動した事業の実施状況を確認す
る項目。評価水準は、東京2020オリンピック・
パラリンピック競技大会を契機とした人権尊重
理念の発信や「未来の東京戦略」など都の政
策と連動した事業について、その実績や効果
を定性的に評価するもの。

【確認項目の設定について】

サービス内容
の向上

来館者の満足度

【総評】施設利用に関するアンケートの満足度が全項目について98％を超えているほか、アンケートの意見
をもとに施設運営の改善にも取り組んでおり、水準を上回る。

施設利用者アンケートにおける満足度（「十分満足」及び「まあ満足」の合計）
・展示物全般               　　　　   98.7%（314人／318人）
・クローズアップ　　  　　　　　　   99.3%（279人／281人）
・企画展示 　　　　  　               100.0%（32人／32人）
・ロビーギャラリー　　  　　　　　　   99.2%（246人／248人）
・図書資料室　　　　　　              99.0%（202人／204人）
・職員の対応　　　　　　            　99.7%（325人／326人）
よって、全ての項目について満足度90％を超える評価を得た。

・令和７年度は、施設利用者アンケートでの「休憩スペースに自販機かウォーターサーバーがあると助かる。」
との意見を参考に、ロビーギャラリーを出てすぐの場所に自動販売機があることをロビーギャラリーの中に掲
示した。

利用促進への取組

【総評】年間事業計画に基づき、各種事業での人権プラザのPR活動や広告掲出を積極的に行っている。ま
た、ＬＩＮＥやInstagramのアカウント開設など利用促進に向けた新たな取組も行っており、概ね水準どおり。

・各事業について、実施の都度、人権プラザ及び当センターホームページ、案内チラシ、東京都プレスリリー
ス、広報東京都、X（旧Twitter）、外部イベント案内サイト、プレスリリース配信サービス、人権情報誌「TOKYO
人権」（補助事業）、TBSラジオ「人権TODAY」（補助事業）等で告知を行っている。
・令和６年度に、東京都総務局ホームページ及び東京都総務局人権部ホームページでの告知のほか、イン
ターネット広告による告知を開始した。
・令和７年度は、新たにLINE公式アカウントを作成し運用を開始した。更に、子供人権教室をきっかけに
Instagramアカウントを新設し、新たな層の開拓に努めた。
・人権プラザの周知を図るため、人権プラザの広告看板を最寄りの都営地下鉄３駅に掲出している。
・出張展示や人権学習会での事業実施の告知チラシや人権プラザのリーフレットの配布により認知度向上に
取り組んでいる。
・小中学校向けとして、体験学習会(補助事業)への応募があった学校や人権学習会に参加した教員に施設Ｐ
Ｒを行っている。
・人権プラザの認知度向上のため、電車内通年広告の掲出を行っている。
加えて、人権プラザに入りやすい雰囲気づくりとして、入口に手書きポップによる案内板を掲出し、季節にあわ
せてデザインを変えるなどの工夫をしている。
・人権プラザは、展示室等が１階、図書資料室が２階と別フロアに分かれていることから、１階から２階への回
遊性を高めるための工夫として、令和７年度も、図書資料室への館内案内掲示を増加した他、図書資料室を
終点とする館内スタンプラリーを実施した。スタンプラリーの実施にあたっては、ロビーギャラリーにおいて、講
座に関連した図書資料室所蔵の書籍や絵本等を展示し、気軽に触れていただくとともに、図書資料室は２階
にあり、これらの書籍等は図書資料室でも貸出可能である旨をお知らせすることで、講座のＰＲと図書資料室
のＰＲを図った。加えて、スタンプラリー参加者には人権に係る啓発物品を配布することで、人権意識の高揚
に資するよう努めた。

　○　確認項目の総評及び評価の根拠となった具体的な事項等を、「評価理由」欄に記載してください。

行政目的の達
成

行政と連携を図り施設の目的を達成しているか

施設の目的達成

【総評】学校・企業・子供など幅広い層を対象として人権尊重の理念を普及させるための事業運営を継続実
施しており、概ね水準どおり。

・展示事業として、常設展示や特別展示を活用した人権学習会を実施し、学校、企業、自治体等からの依頼
に応じて団体見学等の対応を行い、来館者への人権に関する理解の深化を図った。また、企画展示の実施
により、常設展示及び特別展示への理解を補強し、人権についての想像力を更に喚起させる役割を果たして
いる。
・人権問題に関する一般向けの講座(都民講座)、学校や企業等における人権啓発の指導者を養成することを
目的とした講座（人権啓発指導者養成セミナー）、主に小中高学生を対象にした講座（子供人権教室）等、
様々な層に応じた内容・手法を企画・実施した。
・加えて、「2050東京戦略」に掲げる「インクルーシブシティ東京」の実現に向けたプロジェクトとして、令和６年
度に引き続き、①人権ディフェンダーになるための３日間集中プログラム＜ユース向け＞、②人権ディフェン
ダーになるための２日間集中プログラム＜ユース世代と関わる大人向け＞を実施した。また、人権啓発指導
者養成セミナーにおいても、２回を企業支援策として企業向けの講座に、１回を教職員向けの講座として実施
すること等を通して、一層の人権意識の高揚に努めた。

都及び関係機関等との連携・協力

【総評】年間事業計画に基づき指定管理者と都とで企画段階から意見交換を綿密に実施しており、概ね水
準どおり。

・事業実施に当たっては、事業ごとに企画説明を行うとともに、随時の意見交換を行い、効果的な啓発内容と
なるよう十分な協議、調整を行った。
・東京都保健医療局、東京都教育委員会、東京都教育相談センター、（公財）人権教育啓発推進センター、そ
の他人権啓発関連団体等の依頼を受け、ロビーギャラリーにリーフレットを配架している。

都の政策と連動した事業の実施

事業
効果

苦情等への対応

【総評】年間事業計画に基づき、苦情への対応方法が適切に共有されている。また、特段の苦情もなく良好
な運営を継続しており、概ね水準どおり。

・苦情等があった際には、日誌への記載、担当からの引継ぎにより、受付担当職員から管理担当職員に迅速
に報告し、苦情等の内容が直ちに回答が必要なものである場合は相手方に説明を行うこととしている。
・特段の苦情は無かった。

【総評】東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を踏まえた人権尊重理念の発信に資する事業展開
や共生社会の実現に向けた事業を着実に実施するなど、都の政策と連動して事業を実施することで「インク
ルーシブ」な社会に導く・支える「人」の育成を図っており、水準を上回る。

・ヒューマンライツ・フェスタ東京を始めとする都の人権関連行事に、都と調整の上出張展示を行った。拉致問
題啓発舞台劇公演においても出張展示を行った。
・インクルーシブシティ東京プロジェクトとして、令和５年度から若年層を対象とする参加・体験・交流型の学習
プログラム等を展開するとともに、令和５年10月から「インターネットにおける人権侵害」に関するSNS（LINE）
相談を開始している。本相談について令和７年４月１日から相談日を拡大し、取組を強化している。
・いじめ等により亡くなった子供たちのメッセージ展の開幕にあわせ、東京都保健医療局自殺総合対策担当
が発行した啓発物をロビーギャラリーに配架している。（メッセージ展後も継続）。
・令和７年度第１回都民講座では、同年11月の東京2025デフリンピックをテーマに実施した。デフスポーツの
魅力やデフリンピックの楽しみ方を紹介し、誰もがスポーツを楽しめる社会にしていくために必要なことを考え
る機会を提供した。
・令和７年度は、インクルーシブシティ東京プロジェクト事業として、人権ディフェンダーになるためのプログラ
ムを実施したほか、セサミストリートのキャラクターを用いた子どもの人権に関する特別展示を実施するととも
に、同キャラクターを用いた子どもの権利について学ぶワークブックの配布に加え、同特別展示の出張展示
用パネルを作成し、上記ヒューマンライツ・フェスタ東京での展示等を行った。

　○　確認項目及び評価水準は、上記項目を参考としながら、年度計画や協定と齟齬が生じないように設定し、施設の事業内容に応じて最も効果的に評価ができるようにしてください。
　　　 また、定量化できる項目は数値目標を設定することを原則としつつ、定性的な項目も併用して、幅広い実績の測定が可能になるように設定してください。

　○　管理状況については、募集要項等で示した管理の内容を網羅するように配慮し、不適切な管理状況は漏れなく指摘できるようにしてください。
　　　 また、社会的責任を果たすための取組を含め、管理のレベル向上に努力している指定管理者が適切に評価されるよう留意してください。

　○　事業効果については、募集要項や事業計画書等に記載された事業内容や過去の実績等を考慮し、設定してください。

　○　管理状況、事業効果とも、特に重点的に評価を行いたい項目については、配点を２倍とすることが可能です。
　　　 事業計画において提案のあった管理運営業務を遂行する上での事業者独自の創意工夫や利用者サービス向上のための取組、自主事業などについては、必要に応じて配点を増加してください。

　○　確認項目について、それぞれの設定理由、定量化が困難であると判断した項目についてはその理由、評価水準についてはその妥当性を証する根拠（例：民間類似施設との比較等）を、
    「確認項目の設定理由・評価水準の妥当性」欄に記載してください。

　○　適正な評価が実施できるよう施設の状況に応じて評価方法の見直しを行った場合は、その見直し内容を「評価理由」欄に記載してください（評価の特例）。

特記事項 なし

要改善事項等 なし

確認項目 評価水準 配点

評価
 水準を上回る 2点／概ね水準どおり 1点／水準を下回る 0点 確認項目の設定理由

評価水準の妥当性
評価理由
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【その他】

変更なし 変更あり

団体の特性が十分に
発揮されている

団体の特性が十分に
発揮されていない

適切 不適切

有 無

＜理由＞

上記特命要件とした事項が継続して果たされているため。

〈評価の特例〉
　※ 通常の施設運営を行うことができなかった期間が１年未満である場合は、通常の運営を行った期間（評価対象とすべき期間）を記載する。

※ 財務諸表上から得られた情報や財務分析結果など、客観的な情報を記載してください。

２．特命要件の継続

　　指定管理者を特命で選定した施設については、特命要件継続の有無を確認するため、特命要件とした内容及び施設の位置付けなどを再検証するとともに、事業計画等に示された事業の評価対象期間中の達成度合いや効果等の検証を行ってください。
　  検証を行うに当たっては、以下の項目を参考として適切な項目を設定してください。

特命要件の継続

＜特命要件とした内容＞

・都が設立した政策連携団体であり、都が指導監督を行っているため、事業の中立性・公平性が担保される。
・理事会や評議員会の構成員は、幅広い分野から選出されており、様々な人権課題に対応できる。
・東京都人権施策推進指針に掲げる人権課題全般にわたる活動実績及び人権相談業務実績を有する。
・人権プラザの指定管理を続けており、人権プラザの管理運営事業に良好な実績がある。

施設の位置付け

東京都政策連携団体の特性と果たした役割（東京都政策連携団体を特命選定した施設）

事業の取組状況・達成度

特命要件継続の有無

【一次評価結果】

43

１．財務状況

指定管理者の
財務状況

財政状態や経営状態について問題ない。

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ

50点以上 49点以下47点以上 46点以下33点以上 32点以下

評価水準


